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雇　用　保　険　給　付　体　系　図
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1．離職日以前2年間に被保険者期間12ヶ月以上 
※倒産、解雇等による離職者は前1年間に、6ヶ月以上 
2．求職申込後原則8日目から支給 
3．失業の認定は原則4週間に1回 
4．給付日数の延長あり ・・・訓練、広域、全国 

1．高年齢継続保険者が失業した場合 
2．離職日以前1年間に被保険者期間6ヶ月以上 
3．求職申込後一時金として支給 

4．算定基礎期間 1年以上50日、1年未満30日 

1．短期雇用特例被保険者が失業 

2．離職の前1年間に6ヶ月以上の被保険者期間 

3．基本手当日額の30日分（当分の間40日分） 

1．日雇労働被保険者が失業 

2．失業日の属する月の前2月に印紙保険料26日分以上納付されて 

  いるときに支給 

■ 第１級印紙保険料を24日分以上納付  7,500円他  

受給資格者が職業に就いた場合であって、所定給付日数の３分の
１以上かつ45日以上を残して就業した場合に支給 
■ 就業日ごとに基本手当日額の30％相当額 

受給資格者が安定した職業（1年超雇用見込み）についた場合で、 

所定給付日数の３分の１以上を残して再就職した場合 
■ 支給日数の   50   ％×基本手当日額の一時金 

所定給付日数の３分の１以上を残して再就職した場合 

■ 支給日数の   60   ％×基本手当日額の一時金 

障害者、45歳以上の再就職援助計画対象者等が安定的な職業に

再就職した場合であって、支給残日数が所定給付日数の３分の１

未満である者 
■ 支給残日数の  40  ％×基本手当日額の一時金 

【支給対象者】 次のいずれかに該当し、支給要件期間が3年以上ある者

であって、.厚生労働大臣指定の教育訓練を受け、修了した者 

（イ）教育訓練を開始した日（基準日）に一般被保険者である者 

（ロ）基準日が一般被保険者でなくなってから１年以内にある者 

■学教育訓練に要した費用の000020％、上限額000010万円 

基本手当を受給した後、60歳以後に再就職して、再就職後の各月に支払

われる賃金額が基本手当の基準となった賃金日額を30倍した額の75％未

満となった者で次の要件を満たす者 

a 基本手当についての被保険者期間５年以上、 b 再就職した日の前日に

おける基本手当の支給残日数が100日以上、 c 安定した職で被保険者 

■ 60歳以後の各月の賃金の15％ ・・・65歳に達するまで支給 

基本手当を受給せずに雇用を継続する者に対して支給 
被保険者であった期間が５年以上ある60歳以上65歳未満の労働
者であって、60歳以降の各月に支払われる賃金が原則として60歳
時点の賃金の75％未満となった状態で雇用を継続する高年齢者 
■ 60歳以後の各月の賃金の15％ ・・・65歳に達するまで支給 

1歳未満の子を養育するために育児休業を取得した被保険者（休
業開始前2年間に、みなし被保険者期間（賃金支払の基礎となった
日数が11日以上ある月）が12ヶ月以上） 
■ 休業開始時賃金日額×40％(当分の間50％) 

家族の介護を行うため介護休業をした被保険者であって、介護休
業開始前２年間にみなし被保険者期間が12月以上ある者 
■ 休業開始時賃金日額×40％ 

失
 
業
 
等
 
給
 
付
 

失
業
以
外
の
給
付
 

雇用保険率 
1,000分の1515 
ただし、農林水産
業(一部を除く)、清
酒製造業は1,000
分の1717、建設業
1,000分の1818 
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